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ID: 7001   

担当部署: 総務課  

処分の概要 開示請求に対する決定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
個人情報の保護に関する法律 第82条第1項 

法 令 番 号 平成15年法律第57号 

【基準】 

 法第76条及び第78条から第84条までの規定による。 

(開示請求権) 

第76条 何人も、この法律の定めるところにより、行政機関の長等に対し、当該行政機関の長

等の属する行政機関等の保有する自己を本人とする保有個人情報の開示を請求することが

できる。 

2 未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は本人の委任による代理人(以下この節に

おいて「代理人」と総称する。)は、本人に代わって前項の規定による開示の請求(以下この

節及び第125条において「開示請求」という。)をすることができる。 

(保有個人情報の開示義務) 

第78条 行政機関の長等は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情報に次の各

号に掲げる情報(以下この節において「不開示情報」という。)のいずれかが含まれている場

合を除き、開示請求者に対し、当該保有個人情報を開示しなければならない。 

(1) 開示請求者(第76条第2項の規定により代理人が本人に代わって開示請求をする場合

にあっては、当該本人をいう。次号及び第3号、次条第2項並びに第86条第1項において同

じ。)の生命、健康、生活又は財産を害するおそれがある情報 

(2) 開示請求者以外の個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除

く。)であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により開示請求者以

外の特定の個人を識別することができるもの(他の情報と照合することにより、開示請求

者以外の特定の個人を識別することができることとなるものを含む。)若しくは個人識別

符号が含まれるもの又は開示請求者以外の特定の個人を識別することはできないが、開

示することにより、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがあるもの。た

だし、次に掲げる情報を除く。 

イ 法令の規定により又は慣行として開示請求者が知ることができ、又は知ることが予

定されている情報 

ロ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認めら

れる情報 

ハ 当該個人が公務員等(国家公務員法(昭和22年法律第120号)第2条第1項に規定する国

家公務員(独立行政法人通則法第2条第4項に規定する行政執行法人の職員を除く。)、独

立行政法人等の職員、地方公務員法(昭和25年法律第261号)第2条に規定する地方公務

員及び地方独立行政法人の職員をいう。)である場合において、当該情報がその職務の

遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び当該職務遂行の

内容に係る部分 

(3) 法人その他の団体(国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。

以下この号において「法人等」という。)に関する情報又は開示請求者以外の事業を営む

個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活

又は財産を保護するため、開示することが必要であると認められる情報を除く。 
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イ 開示することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利

益を害するおそれがあるもの 

ロ 行政機関等の要請を受けて、開示しないとの条件で任意に提供されたものであって、

法人等又は個人における通例として開示しないこととされているものその他の当該条

件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められ

るもの 

(4) 行政機関の長が第82条各項の決定(以下この節において「開示決定等」という。)をす

る場合において、開示することにより、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機

関との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被る

おそれがあると当該行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情報 

(5) 行政機関の長が開示決定等をする場合において、開示することにより、犯罪の予防、

鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすお

それがあると当該行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情報 

(6) 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互間に

おける審議、検討又は協議に関する情報であって、開示することにより、率直な意見の交

換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に国民の間に混乱を生じ

させるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるも

の 

(7) 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は事業

に関する情報であって、開示することにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業

の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

イ 独立行政法人等が開示決定等をする場合において、国の安全が害されるおそれ、他国

若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交

渉上不利益を被るおそれ 

ロ 独立行政法人等が開示決定等をする場合において、犯罪の予防、鎮圧又は捜査その他

の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれ 

ハ 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な事

実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその

発見を困難にするおそれ 

ニ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体又は地方

独立行政法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

ホ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

へ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

ト 独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法人に係る事業に

関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

(部分開示) 

第79条 行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が含まれている場合

において、不開示情報に該当する部分を容易に区分して除くことができるときは、開示請求

者に対し、当該部分を除いた部分につき開示しなければならない。 

2 開示請求に係る保有個人情報に前条第2号の情報(開示請求者以外の特定の個人を識別す

ることができるものに限る。)が含まれている場合において、当該情報のうち、氏名、生年

月日その他の開示請求者以外の特定の個人を識別することができることとなる記述等及び

個人識別符号の部分を除くことにより、開示しても、開示請求者以外の個人の権利利益が害

されるおそれがないと認められるときは、当該部分を除いた部分は、同号の情報に含まれな

いものとみなして、前項の規定を適用する。 

(裁量的開示) 
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第80条 行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報に不開示情報が含まれている場合

であっても、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、開示請求者に

対し、当該保有個人情報を開示することができる。 

(保有個人情報の存否に関する情報) 

第81条 開示請求に対し、当該開示請求に係る保有個人情報が存在しているか否かを答える

だけで、不開示情報を開示することとなるときは、行政機関の長等は、当該保有個人情報の

存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否することができる。 

(開示請求に対する措置) 

第82条 行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報の全部又は一部を開示するときは、

その旨の決定をし、開示請求者に対し、その旨、開示する保有個人情報の利用目的及び開示

の実施に関し政令で定める事項を書面により通知しなければならない。ただし、第62条第2

号又は第3号に該当する場合における当該利用目的については、この限りでない。 

2 行政機関の長等は、開示請求に係る保有個人情報の全部を開示しないとき(前条の規定に

より開示請求を拒否するとき、及び開示請求に係る保有個人情報を保有していないときを

含む。)は、開示をしない旨の決定をし、開示請求者に対し、その旨を書面により通知しな

ければならない。 

(開示決定等の期限) 

第83条 開示決定等は、開示請求があった日から30日以内にしなければならない。ただし、第

77条第3項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間

に算入しない。 

2 前項の規定にかかわらず、行政機関の長等は、事務処理上の困難その他正当な理由がある

ときは、同項に規定する期間を30日以内に限り延長することができる。この場合において、

行政機関の長等は、開示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面によ

り通知しなければならない。 

(開示決定等の期限の特例) 

第84条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請求があった日から60

日以内にその全てについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずる

おそれがある場合には、前条の規定にかかわらず、行政機関の長等は、開示請求に係る保有

個人情報のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし、残りの保有個人情報に

ついては相当の期間内に開示決定等をすれば足りる。この場合において、行政機関の長等

は、同条第一項に規定する期間内に、開示請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知

しなければならない。 

(1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

(2) 残りの保有個人情報について開示決定等をする期限 

 

標準処理期間 開示請求のあった日から30日以内(第83条第1項) 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 5 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



旭市 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 7002   

担当部署: 総務課  

処分の概要 訂正請求に対する決定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
個人情報の保護に関する法律 第92条第1項 

法 令 番 号 平成15年法律第57号 

【基準】 

 第90条及び第92条から第95条までの規定による。 

(訂正請求権) 

第90条 何人も、自己を本人とする保有個人情報(次に掲げるものに限る。第98条第1項におい

て同じ。)の内容が事実でないと思料するときは、この法律の定めるところにより、当該保

有個人情報を保有する行政機関の長等に対し、当該保有個人情報の訂正(追加又は削除を含

む。以下この節において同じ。)を請求することができる。ただし、当該保有個人情報の訂

正に関して他の法律又はこれに基づく命令の規定により特別の手続が定められているとき

は、この限りでない。 

(1) 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報 

(2) 開示決定に係る保有個人情報であって、第88条第1項の他の法令の規定により開示を

受けたもの 

2 代理人は、本人に代わって前項の規定による訂正の請求(以下この節及び第125条において

「訂正請求」という。)をすることができる。 

3 訂正請求は、保有個人情報の開示を受けた日から90日以内にしなければならない。 

(保有個人情報の訂正義務) 

第92条 行政機関の長等は、訂正請求があった場合において、当該訂正請求に理由があると認

めるときは、当該訂正請求に係る保有個人情報の利用目的の達成に必要な範囲内で、当該保

有個人情報の訂正をしなければならない。 

(訂正請求に対する措置) 

第93条 行政機関の長等は、訂正請求に係る保有個人情報の訂正をするときは、その旨の決定

をし、訂正請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

2 行政機関の長等は、訂正請求に係る保有個人情報の訂正をしないときは、その旨の決定を

し、訂正請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

(訂正決定等の期限) 

第94条 前条各項の決定(以下この節において「訂正決定等」という。)は、訂正請求があった

日から30日以内にしなければならない。ただし、第91条第3項の規定により補正を求めた場

合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

2 前項の規定にかかわらず、行政機関の長等は、事務処理上の困難その他正当な理由がある

ときは、同項に規定する期間を30日以内に限り延長することができる。この場合において、

行政機関の長等は、訂正請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面によ

り通知しなければならない。 

(訂正決定等の期限の特例) 

第95条 行政機関の長等は、訂正決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条の規定に

かかわらず、相当の期間内に訂正決定等をすれば足りる。この場合において、行政機関の長

等は、同条第1項に規定する期間内に、訂正請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通

知しなければならない。 
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(1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

(2) 訂正決定等をする期限 

 

標準処理期間 訂正請求のあった日から30日以内(第94条第1項) 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 5 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 7003   

担当部署: 総務課  

処分の概要 利用停止請求に対する決定 

法 令 名 

根 拠 条 項 
個人情報の保護に関する法律 第100条 

法 令 番 号 平成15年法律第57号 

【基準】 

 第98条及び第100条から第103条までの規定による。 

(利用停止請求権) 

第98条 何人も、自己を本人とする保有個人情報が次の各号のいずれかに該当すると思料す

るときは、この法律の定めるところにより、当該保有個人情報を保有する行政機関の長等に

対し、当該各号に定める措置を請求することができる。ただし、当該保有個人情報の利用の

停止、消去又は提供の停止(以下この節において「利用停止」という。)に関して他の法律又

はこれに基づく命令の規定により特別の手続が定められているときは、この限りでない。 

(1) 第61条第2項の規定に違反して保有されているとき、第63条の規定に違反して取り扱

われているとき、第64条の規定に違反して取得されたものであるとき、又は第69条第1項

及び第2項の規定に違反して利用されているとき 当該保有個人情報の利用の停止又は

消去 

(2) 第69条第1項及び第2項又は第71条第1項の規定に違反して提供されているとき 当該

保有個人情報の提供の停止 

2 代理人は、本人に代わって前項の規定による利用停止の請求(以下この節及び第125条にお

いて「利用停止請求」という。)をすることができる。 

3 利用停止請求は、保有個人情報の開示を受けた日から90日以内にしなければならない。 

(保有個人情報の利用停止義務) 

第100条 行政機関の長等は、利用停止請求があった場合において、当該利用停止請求に理由

があると認めるときは、当該行政機関の長等の属する行政機関等における個人情報の適正

な取扱いを確保するために必要な限度で、当該利用停止請求に係る保有個人情報の利用停

止をしなければならない。ただし、当該保有個人情報の利用停止をすることにより、当該保

有個人情報の利用目的に係る事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に著

しい支障を及ぼすおそれがあると認められるときは、この限りでない。 

(利用停止請求に対する措置) 

第101条 行政機関の長等は、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をするときは、そ

の旨の決定をし、利用停止請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

2 行政機関の長等は、利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止をしないときは、その旨

の決定をし、利用停止請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

(利用停止決定等の期限) 

第102条 前条各項の決定(以下この節において「利用停止決定等」という。)は、利用停止請

求があった日から30日以内にしなければならない。ただし、第99条第3項の規定により補正

を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

2  前項の規定にかかわらず、行政機関の長等は、事務処理上の困難その他正当な理由がある

ときは、同項に規定する期間を30日以内に限り延長することができる。この場合において、

行政機関の長等は、利用停止請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面

により通知しなければならない。 
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(利用停止決定等の期限の特例) 

第103条 行政機関の長等は、利用停止決定等に特に長期間を要すると認めるときは、前条の

規定にかかわらず、相当の期間内に利用停止決定等をすれば足りる。この場合において、行

政機関の長等は、同条第1項に規定する期間内に、利用停止請求者に対し、次に掲げる事項

を書面により通知しなければならない。 

(1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

(2) 利用停止決定等をする期限 

 

標準処理期間 利用停止請求のあった日から30日以内(第102条第1項) 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 5 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 191   

担当部署: 総務課  

処分の概要 職員団体等の規約の認証 

法 令 名 

根 拠 条 項 
職員団体等に対する法人格の付与に関する法律 第5条 

法 令 番 号 昭和53年法律第80号 

【基準】 

 法第5条の規定による。 

 (認証) 

第5条 認証機関は、前条の規定による申請があつた場合において、当該規約が次の各号に掲

げる要件に該当するときは、次条の規定により認証を拒否する場合を除き、命令で定めると

ころにより、当該規約を認証し、当該職員団体等にその旨を通知しなければならない。 

(1) 少なくとも次に掲げる事項が記載されていること。 

イ 名称 

ロ 目的及び業務 

ハ 主たる事務所の所在地 

ニ 構成員の範囲及びその資格の得喪に関する事項 

ホ 重要な財産の得喪その他資産に関する事項 

ヘ 理事その他の役員に関する事項 

ト 業務執行、会議及び投票に関する事項 

チ 経費及び会計に関する事項 

リ 規約の変更に関する事項 

ヌ 解散に関する事項 

(2) 規約の変更、役員の選挙及び解散が、すべての構成員が平等に参加する機会を有する

直接かつ秘密の投票による全員の過半数(役員の選挙については、投票者の過半数)によ

つて決定される旨の手続が定められていること。ただし、連合団体でない職員団体等で全

国的規模をもつもの又は連合団体である職員団体等にあつては、すべての構成員が平等

に参加する機会を有する地域若しくは職域ごと又は構成団体ごとの直接かつ秘密の投票

による投票者の過半数で代議員を選挙し、この代議員の全員が平等に参加する機会を有

する直接かつ秘密の投票による全員の過半数(役員の選挙については、投票者の過半数)

によつて決定される旨の手続が定められていることをもつて足りる。 

(3) 会計報告は、構成員によつて委嘱された公認会計士(外国公認会計士を含む。)又は監

査法人の監査証明とともに少なくとも毎年1回構成員に公表されることとされているこ

と。 

 

※当該処分については、ID：244職員団体の登録に関連し、千葉県市町村公平委員会に関する

事務で県内市町村が共同処理するものである。したがって、当該行政手続については、千葉

県市町村公平委員会が定める「職員団体の登録等に関する規則」によるものとする。 

標準処理期間 60日 

備考  



旭市 法適用申請に対する処分個票 

2 

※処分事例がなく標準処理期間の設定は困難(函館市では30日を設定) 

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



旭市 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 246   

担当部署: 総務課  

処分の概要 地縁による団体の認可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地方自治法 第260条の2第1項 

法 令 番 号 昭和22年法律第67号 

【基準】 

 法第260条の2第1項及び第2項の規定による。 

第260条の2 町又は字の区域その他市町村内の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づい

て形成された団体(以下本条において「地縁による団体」という。)は、地域的な共同活動を

円滑に行うため市町村長の認可を受けたときは、その規約に定める目的の範囲内において、

権利を有し、義務を負う。 

2 前項の認可は、地縁による団体のうち次に掲げる要件に該当するものについて、その団体

の代表者が総務省令で定めるところにより行う申請に基づいて行う。 

(1) その区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理等良好な地域社会の維

持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、現にその活動を行つてい

ると認められること。 

(2) その区域が、住民にとつて客観的に明らかなものとして定められていること。 

(3) その区域に住所を有するすべての個人は、構成員となることができるものとし、その

相当数の者が現に構成員となつていること。 

(4) 規約を定めていること。 

 

標準処理期間 60日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



旭市 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 247   

担当部署: 総務課  

処分の概要 告示事項に関する証明書の交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地方自治法 第260条の2第12項 

法 令 番 号 昭和22年法律第67号 

【基準】 

 法第260条の2第12項の規定による。 

12 何人も、市町村長に対し、総務省令で定めるところにより、第10項の規定により告示した

事項に関する証明書の交付を請求することができる。この場合において、当該請求をしよう

とする者は、郵便又は信書便により、当該証明書の送付を求めることができる。 

 

標準処理期間 15日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



旭市 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 248   

担当部署: 総務課  

処分の概要 地縁による団体の規約の変更の認可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地方自治法 第260条の3第2項 

法 令 番 号 昭和22年法律第67号 

【基準】 

 法第260条の3の規定による。 

第260条の3 認可地縁団体の規約は、総構成員の4分の3以上の同意があるときに限り、変更す

ることができる。ただし、当該規約に別段の定めがあるときは、この限りでない。 

2 前項の規定による規約の変更は、市町村長の認可を受けなければ、その効力を生じない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



旭市 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 249   

担当部署: 総務課  

処分の概要 地縁による団体の解散後の財産の処分の認可 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地方自治法 第260条の31第2項 

法 令 番 号 昭和22年法律第67号 

【基準】 

 法第260条の31の規定による。 

第260条の31 解散した認可地縁団体の財産は、規約で指定した者に帰属する。 

2 規約で権利の帰属すべき者を指定せず、又はその者を指定する方法を定めなかつたとき

は、代表者は、市町村長の認可を得て、その認可地縁団体の目的に類似する目的のために、

その財産を処分することができる。ただし、総会の決議を経なければならない。 

3 前2項の規定により処分されない財産は、市町村に帰属する。 

 

標準処理期間 50日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



旭市 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 250   

担当部署: 総務課  

処分の概要 条例制定又は改廃請求代表者証明書の交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地方自治法施行令 第91条第2項 

法 令 番 号 昭和22年政令第16号 

【基準】 

 政令第91条第2項の規定による。 

第91条 

2 前項の規定による申請があつたときは、当該普通地方公共団体の長は、直ちに市町村の選

挙管理委員会に対し、条例制定又は改廃請求代表者が選挙人名簿に登録された者であるか

どうかの確認を求め、その確認があつたときは、これに同項の証明書を交付し、かつ、その

旨を告示しなければならない。 

 

標準処理期間 15日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



旭市 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 251   

担当部署: 総務課  

処分の概要 事務の監査の請求代表者証明書の交付(第91条第2項の準用) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地方自治法施行令 第99条 

法 令 番 号 昭和22年政令第16号 

【基準】 

 準用する政令第91条第2項の規定による。 

第91条 

2 前項の規定による申請があつたときは、当該普通地方公共団体の長は、直ちに市町村の選

挙管理委員会に対し、条例制定又は改廃請求代表者が選挙人名簿に登録された者であるか

どうかの確認を求め、その確認があつたときは、これに同項の証明書を交付し、かつ、その

旨を告示しなければならない。 

 

標準処理期間 15日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



旭市 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 252   

担当部署: 総務課  

処分の概要 議会の解散の請求代表者証明書の交付(第91条第2項の準用) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地方自治法施行令 第100条 

法 令 番 号 昭和22年政令第16号 

【基準】 

 準用する政令第91条第2項の規定による。 

第91条 

2 前項の規定による申請があつたときは、当該普通地方公共団体の長は、直ちに市町村の選

挙管理委員会に対し、条例制定又は改廃請求代表者が選挙人名簿に登録された者であるか

どうかの確認を求め、その確認があつたときは、これに同項の証明書を交付し、かつ、その

旨を告示しなければならない。 

 

標準処理期間 15日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



旭市 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 253   

担当部署: 総務課  

処分の概要 施設の使用に要する費用の承認 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地方自治法施行令 第107条第3項 

法 令 番 号 昭和22年政令第16号 

【基準】 

 政令第107条第3項の規定による。 

第107条 

3 第1項に規定する演説会等の開催のための施設の使用に要する費用の額は、その管理者に

おいて市町村の選挙管理委員会の承認を経てこれを定め、あらかじめ、公示しておかなけれ

ばならない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



旭市 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 254   

担当部署: 総務課  

処分の概要 議会の議員の解職の請求代表者証明書の交付(第91条第2項の準用) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地方自治法施行令 第110条 

法 令 番 号 昭和22年政令第16号 

【基準】 

 準用する政令第91条第2項の規定による。 

第91条 

2 前項の規定による申請があつたときは、当該普通地方公共団体の長は、直ちに市町村の選

挙管理委員会に対し、条例制定又は改廃請求代表者が選挙人名簿に登録された者であるか

どうかの確認を求め、その確認があつたときは、これに同項の証明書を交付し、かつ、その

旨を告示しなければならない。 

 

標準処理期間 15日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



旭市 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 255   

担当部署: 総務課  

処分の概要 施設の使用に要する費用の承認(第107条第3項の準用) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地方自治法施行令 第113条 

法 令 番 号 昭和22年政令第16号 

【基準】 

 準用する政令第107条第3項の規定による。 

第107条 

3 第1項に規定する演説会等の開催のための施設の使用に要する費用の額は、その管理者に

おいて市町村の選挙管理委員会の承認を経てこれを定め、あらかじめ、公示しておかなけれ

ばならない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



旭市 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 256   

担当部署: 総務課  

処分の概要 長の解職の請求代表者証明書の交付(第91条第2項の準用) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地方自治法施行令 第116条 

法 令 番 号 昭和22年政令第16号 

【基準】 

 準用する政令第91条第2項の規定による。 

第91条 

2 前項の規定による申請があつたときは、当該普通地方公共団体の長は、直ちに市町村の選

挙管理委員会に対し、条例制定又は改廃請求代表者が選挙人名簿に登録された者であるか

どうかの確認を求め、その確認があつたときは、これに同項の証明書を交付し、かつ、その

旨を告示しなければならない。 

 

標準処理期間 15日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



旭市 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 257   

担当部署: 総務課  

処分の概要 施設の使用に要する費用の承認(第107条第3項の準用) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地方自治法施行令 第116条の2 

法 令 番 号 昭和22年政令第16号 

【基準】 

 準用する政令第107条第3項の規定による。 

第107条 

3 第1項に規定する演説会等の開催のための施設の使用に要する費用の額は、その管理者に

おいて市町村の選挙管理委員会の承認を経てこれを定め、あらかじめ、公示しておかなけれ

ばならない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



旭市 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 258   

担当部署: 総務課  

処分の概要 施設の使用に要する費用の承認(第116条の2・第107条第3項の準用) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地方自治法施行令 第120条 

法 令 番 号 昭和22年政令第16号 

【基準】 

 準用する政令第116条の2において準用する政令第107条第3項の規定による。 

第107条 

3 第1項に規定する演説会等の開催のための施設の使用に要する費用の額は、その管理者に

おいて市町村の選挙管理委員会の承認を経てこれを定め、あらかじめ、公示しておかなけれ

ばならない。 

 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



旭市 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 259   

担当部署: 総務課  

処分の概要 副知事等の解職の請求代表者証明書の交付(第91条第2項の準用) 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地方自治法施行令 第121条 

法 令 番 号 昭和22年政令第16号 

【基準】 

 準用する政令第91条第2項の規定による。 

第91条 

2 前項の規定による申請があつたときは、当該普通地方公共団体の長は、直ちに市町村の選

挙管理委員会に対し、条例制定又は改廃請求代表者が選挙人名簿に登録された者であるか

どうかの確認を求め、その確認があつたときは、これに同項の証明書を交付し、かつ、その

旨を告示しなければならない。 

 

標準処理期間 15日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 



旭市 法適用申請に対する処分個票 

1 

ID: 374   

担当部署: 総務課  

処分の概要 合併協議会設置請求代表者証明書の交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
市町村の合併の特例に関する法律施行令 第1条第2項 

法 令 番 号 平成17年政令第55号 

【基準】 

 政令第1条の規定による。 

 (代表者証明書の交付等) 

第1条 市町村の合併の特例に関する法律(以下「法」という。)第4条第1項の規定により合併

協議会を置くよう請求しようとする代表者(以下「請求代表者」という。)は、合併対象市町

村の名称及び請求の内容その他必要な事項を記載した書面(以下「合併協議会設置請求書」

という。)を添えて、その者の属する市町村の長に対し、請求代表者であることを証明する

書面(以下「代表者証明書」という。)の交付を文書で申請しなければならない。 

2 前項の規定による申請があったときは、当該市町村の長は、直ちに、市町村の選挙管理委

員会に対し、請求代表者が選挙人名簿に登録された者であるかどうかの確認を求め、その確

認があったときは、その者に代表者証明書を交付し、かつ、その旨を告示しなければならな

い。 

3 代表者証明書の交付を受けた請求代表者が2人以上ある場合において、その一部の請求代

表者が法第5条第30項において準用する地方自治法(昭和22年法律第67号)第74条第6項各号

のいずれかに該当するに至ったときは、他の請求代表者は、当該代表者証明書を添えて、当

該市町村の長に届け出て、当該代表者証明書に請求代表者の変更に係る記載を受けなけれ

ばならない。 

4 市町村の選挙管理委員会は、代表者証明書の交付を受けた請求代表者が法第5条第30項に

おいて準用する地方自治法第74条第6項各号のいずれかに該当することを知ったときは、直

ちにその旨を当該市町村の長に通知しなければならない。 

5 当該市町村の長は、第3項の届出又は前項の通知を受けた場合その他当該請求代表者が法

第5条第30項において準用する地方自治法第74条第6項各号のいずれかに該当することを知

ったときは、直ちにその旨を告示しなければならない。 

 

標準処理期間 7日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 491   

担当部署: 総務課  

処分の概要 投票実施請求代表者証明書の交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
市町村の合併の特例に関する法律施行令 第13条第2項 

法 令 番 号 平成17年政令第55号 

【基準】 

 政令第13条の規定による。 

 (投票実施請求代表者証明書の交付等) 

第13条 法第4条第11項の規定により合併協議会設置協議について選挙人の投票に付するよ

う請求しようとする代表者(以下「投票実施請求代表者」という。)は、同条第9項に規定す

る基準日から20日以内に、その請求の内容その他必要な事項を記載した書面(以下「投票実

施請求書」という。)を添えて、その者の属する市町村の選挙管理委員会に対し、投票実施

請求代表者であることを証明する書面(以下「投票実施請求代表者証明書」という。)の交付

を文書で申請しなければならない。 

2 前項の規定による申請があったときは、当該市町村の選挙管理委員会は、直ちに、投票実

施請求代表者が選挙人名簿に登録された者であることの確認を行い、その者に投票実施請

求代表者証明書を交付し、かつ、その旨を告示しなければならない。 

3 投票実施請求代表者証明書の交付を受けた投票実施請求代表者が2人以上ある場合におい

て、その一部の投票実施請求代表者が法第5条第30項において準用する地方自治法第74条第

6項各号のいずれかに該当するに至ったときは、他の投票実施請求代表者は、当該投票実施

請求代表者証明書を添えて、当該市町村の選挙管理委員会に届け出て、当該投票実施請求代

表者証明書に投票実施請求代表者の変更に係る記載を受けなければならない。 

4 当該市町村の選挙管理委員会は、前項の届出を受けた場合その他投票実施請求代表者証明

書の交付を受けた投票実施請求代表者が法第5条第30項において準用する地方自治法第74

条第6項各号のいずれかに該当することを知ったときは、直ちにその旨を告示しなければな

らない。 

 

標準処理期間 7日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 492   

担当部署: 総務課  

処分の概要 同一請求代表者証明書の交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
市町村の合併の特例に関する法律施行令 第27条第4項 

法 令 番 号 平成17年政令第55号 

【基準】 

 政令第27条の規定による。 

 (同一請求代表者証明書の交付等) 

第27条 同一請求代表者は、前条第2項の規定により合併協議会設置同一請求書の返付を受け

た日から7日以内に、当該合併協議会設置同一請求書を添えて、その者の属する同一請求関

係市町村の長に対し、同一請求代表者であることを証明する書面(以下「同一請求代表者証

明書」という。)の交付を文書で申請しなければならない。 

2 前項の規定による申請があったときは、当該同一請求関係市町村の長は、直ちに、市町村

の選挙管理委員会に対し、同一請求代表者が選挙人名簿に登録された者であるかどうかの

確認を求め、その確認があったときは、その旨を当該同一請求関係市町村を包括する都道府

県の知事に報告しなければならない。 

3 同一請求関係市町村を包括する都道府県の知事は、すべての同一請求関係市町村の長から

前項の規定による報告を受けたときは、その旨をすべての同一請求関係市町村の長に通知

しなければならない。 

4 同一請求関係市町村の長は、前項の規定による通知を受けたときは、同一請求代表者に対

し、同一請求代表者証明書を交付するとともに、その旨を告示し、かつ、当該同一請求関係

市町村を包括する都道府県の知事に対し、これらを報告しなければならない。 

5 1の同一請求関係市町村において同一請求代表者証明書の交付を受けた同一請求代表者が

2人以上ある場合において、その一部の同一請求代表者が法第5条第30項において準用する

地方自治法第74条第6項各号のいずれかに該当するに至ったときは、他の同一請求代表者

は、当該同一請求代表者証明書を添えて、当該同一請求代表者証明書を交付した同一請求関

係市町村の長に届け出て、当該同一請求代表者証明書に同一請求代表者の変更に係る記載

を受けなければならない。 

 

標準処理期間 7日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 244   

担当部署: 総務課  

処分の概要 職員団体の登録 

法 令 名 

根 拠 条 項 
地方公務員法 第53条第5項 

法 令 番 号 昭和25年法律第261号 

【基準】 

 法第53条第1項から第5項までの規定による。その他条例の定めによる。 

 職員団体の登録に関する条例(平成17年旭市条例第26号)第3条の規定による。 

 (職員団体の登録) 

第53条 職員団体は、条例で定めるところにより、理事その他の役員の氏名及び条例で定める

事項を記載した申請書に規約を添えて人事委員会又は公平委員会に登録を申請することが

できる。 

2 前項に規定する職員団体の規約には、少くとも左に掲げる事項を記載するものとする。 

(1) 名称 

(2) 目的及び業務 

(3) 主たる事務所の所在地 

(4) 構成員の範囲及びその資格の得喪に関する規定 

(5) 理事その他の役員に関する規定 

(6) 第3項に規定する事項を含む業務執行、会議及び投票に関する規定 

(7) 経費及び会計に関する規定 

(8) 他の職員団体との連合に関する規定 

(9) 規約の変更に関する規定 

(10) 解散に関する規定 

3 職員団体が登録される資格を有し、及び引き続き登録されているためには、規約の作成又

は変更、役員の選挙その他これらに準ずる重要な行為が、すべての構成員が平等に参加する

機会を有する直接且つ秘密の投票による全員の過半数(役員の選挙については、投票者の過

半数)によつて決定される旨の手続を定め、且つ、現実に、その手続によりこれらの重要な

行為が決定されることを必要とする。但し、連合体である職員団体にあつては、すべての構

成員が平等に参加する機会を有する構成団体ごとの直接且つ秘密の投票による投票者の過

半数で代議員を選挙し、すべての代議員が平等に参加する機会を有する直接且つ秘密の投

票によるその全員の過半数(役員の選挙については、投票者の過半数)によつて決定される

旨の手続を定め、且つ、現実に、その手続により決定されることをもつて足りるものとする。 

4 前項に定めるもののほか、職員団体が登録される資格を有し、及び引き続き登録されてい

るためには、当該職員団体が同一の地方公共団体に属する前条第5項に規定する職員以外の

職員のみをもつて組織されていることを必要とする。ただし、同項に規定する職員以外の職

員であつた者でその意に反して免職され、若しくは懲戒処分としての免職の処分を受け、当

該処分を受けた日の翌日から起算して1年以内のもの又はその期間内に当該処分について

法律の定めるところにより審査請求をし、若しくは訴えを提起し、これに対する裁決若しく

は裁判が確定するに至らないものを構成員にとどめていること、及び当該職員団体の役員

である者を構成員としていることを妨げない。 

5 人事委員会又は公平委員会は、登録を申請した職員団体が前3項の規定に適合するもので

あるときは、条例で定めるところにより、規約及び第1項に規定する申請書の記載事項を登
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録し、当該職員団体にその旨を通知しなければならない。この場合において、職員でない者

の役員就任を認めている職員団体を、そのゆえをもつて登録の要件に適合しないものと解

してはならない。 

 

※当該処分については、千葉県市町村公平委員会に関する事務で県内市町村が共同処理する

ものである。したがって、当該行政手続については、千葉県市町村公平委員会が定める「職

員団体の登録等に関する規則」によるものとする。 

標準処理期間 30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1653-1   

担当部署: 総務課  

処分の概要 罹災証明書の交付 

法 令 名 

根 拠 条 項 
災害対策基本法 第90条の2第1項 

法 令 番 号 昭和36年法律第223号 

【基準】 

 法第90条の2の規定による。 

 (罹災証明書の交付) 

第90条の2 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の

被災者から申請があつたときは、遅滞なく、住家の被害その他当該市町村長が定める種類の

被害の状況を調査し、当該災害による被害の程度を証明する書面(次項において「罹災証明

書」という。)を交付しなければならない。 

2 市町村長は、災害の発生に備え、罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制の確保を図る

ため、前項の規定による調査について専門的な知識及び経験を有する職員の育成、当該市町

村と他の地方公共団体又は民間の団体との連携の確保その他必要な措置を講ずるよう努め

なければならない。 

 

標準処理期間 15日 

備考  

 

【共通担当部署】 

総務課 

消防本部 

 

設 定 年 月 日 令和 4 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 


